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主 文

原判決を破棄する。

被告人を懲役１年６月に処する。

この裁判確定の日から３年間その刑の執行を猶予する。

理 由

本件控訴の趣意は，検察官見越正秋提出の検察官山川景逸作成の控訴趣意書およ

び検察官見越正秋作成の「控訴趣意書の訂正申立」と題する書面に，これに対する

答弁は，弁護人奥苑泰弘 主任 ，同瀧賢太郎および同松島道博連名作成の答弁書に( )

それぞれ記載されているとおりであるから，これらを引用する。

( )本件公訴事実 平成１７年１月６日付け訴因変更請求書による訴因変更後のもの

は「被告人は，Ａ市都市計画局技術管理課長であったものであるが，Ｂ建設株式会

社Ａ支店が，Ａ市と締結した平成１２年３月２２日付け建設工事請負契約 請負代(

金額１８９０万円 に基づき行うＡ市Ｃ区Ｄ町大字Ｅ地区仮置地内土砂撤去その他)

工事 その６ 以下「本件工事」という に関し，本件工事の発注者Ａ市に対し，そ( )( )

の資材として真砂土を購入する旨欺いて請負代金額を増額させるなど上記請負契約

を変更させた上，当該購入した真砂土を本件工事に使用した旨欺いてその完成を確

認させるなどして，Ａ市から請負代金支払い名下に金員を交付させようと企て，Ｏ

らと共謀の上，同年５月上旬ころ，Ａ市Ｃ区Ｆａ丁目ｂ番ｃ号所在のＣ区役所にお

いて，同区役所市民部まちづくり推進課調整担当課長Ｇに対し，真実は本件工事の

資材として真砂土約３０００立方メートルを無償で入手するにもかかわらず，その

情を秘してこれを５２９万２０００円で購入する旨虚偽の事実を申し向けるなどし

てその旨誤信させ，Ａ市をして，同月１０日付けで上記請負契約の請負代金につき，

真砂土購入名下に５２９万２０００円を増額させること等を内容とする請負契約変

更契約 変更後の請負代金額２８６６万０８００円。うち７５６万円支払い済み を( )

同社と締結させた上，同月３１日，同区役所において，同区役所建設部土木課長Ｈ

に対し，本件工事の完成を通知するとともに，内容虚偽の出荷証明書等を提出して，
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同社が真砂土約３０００立方メートルをＩ有限会社から購入した旨欺き，そのころ，

同人をして，本件工事の資材として有償で購入された真砂土が使用され，上記請負

契約変更契約どおり本件工事が完成した旨誤信させてその完成を確認させ，よって，

同年７月２１日，請負代金残額支払い名下に同区役所収入役Ｊをして，Ａ市Ｋ区Ｌ

町ｄ丁目ｅ番ｆ号所在の株式会社Ａ銀行本店に開設されたＢ建設株式会社Ａ支店名

義の当座預金口座に上記５２９万２０００円を含む請負代金残額２１１０万０８０

０円の振込みをさせ，もって人を欺いて財物を交付させたものである」というので

ある。

論旨は，本件公訴事実について被告人に無罪を言い渡した原判決は，証拠の取捨

選択および判断・評価を誤り事実を誤認したものであり，その誤認が判決に影響を

及ぼすことは明らかであるというのである。

所論にかんがみ記録を調査し，当審における事実取調べの結果をも併せ検討する

に，以下に説示するとおり，被告人については詐欺罪が成立するから，被告人を無

罪とした原判決には，判決に影響を及ぼすことが明らかな事実の誤認がある 以下，(

証拠に付したかっこ内の甲乙の数字は，原審における検察官請求証拠の番号であり，

弁または当審弁の数字は原審または当審における弁護人請求証拠の番号である。証

拠については，謄本，抄本，写しの表示を省略する 。)

１ 原審で取り調べられた被告人の自白調書を含む関係証拠によると，原判決の理

由 以下，単に「理由」という ２ 1 ないし 7 9 10 の各事実が認められ ただし( ) ( ) ( )( )( ) (

理由２ 3 に「Ａ市建設工事請負約款」とあるのを「Ａ市建設工事請負契約約( )

款」と訂正する ，これらの事実に加えて，関係証拠によって認定できる事実を)

合わせると，本件に関する基本的な事実関係は，以下のとおり要約することがで

きる。

1 Ａ市は，平成１１年６月２９日の集中豪雨により発生した災害土砂を，Ａ( )

( )市Ｃ区Ｄ町大字Ｅ地区内の土地 以下「本件土地」または「本件現場」という

に，地権者であるＭ開発ほかの承諾を得て仮置きしていた。そして，本件土地
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からそれら土砂の撤去等を行うため，Ａ市は，同年９月２２日から同年１２月

２４日までの間に，Ｂ建設株式会社Ａ支店 以下「Ｂ建設」という に対し，随( )

意契約により「Ｅ地区仮置地内土砂撤去その他工事」 以下「土砂撤去その他(

工事」という を，「 その１ 」ないし「 その３ 」の３つの工事に区分して発) ( ) ( )

注し，Ａ市Ｃ区役所 以下「Ｃ区役所」という 建設部土木課維持係技師Ｎが，( )

これらの工事の主任監督員に指名された。

Ｏは，Ａ市の幹部職員らとの親密な交際を背景として，同市の公共工事に関

して影響力を有していたところ，Ｐを通じてこれらの工事予定についての情報

を得，同市幹部職員らに働きかけるなどしてこれらの工事をＢ建設に受注させ

たほか，Ｂ建設に働きかけて，その一次下請業者として自分の顧問先である株

式会社Ｑ工業を，二次下請業者としてＰが紹介した株式会社Ｒ企画を採用させ

た。そして，これらの工事が実施され，平成１２年３月ころまでに，当初着工

が予定されていなかった箇所の撤去工事まで行われた。

ところが，その着工予定のなかった箇所の撤去工事の代金については，当初

の請負代金を増額する旨の契約変更では対処できなかったことから，Ａ市は，

土砂撤去その他工事 その１ ないし その３ についての契約を変更するのでは( ) ( )

なく，既に施工した予定外の工事を，Ｂ建設に対し，工期を同年３月２２日か

( )ら同年５月３１日までとする土砂撤去その他工事の追加工事 その４，その５

として発注した。Ｎは，それらの実際には既に終了していた工事が，追加工事

の工期内に実施されたように仮装するため，廃棄物を適正に処理したことを証

明するための書類 いわゆるマニフェスト の日付の修正等を，Ｂ建設Ａ土木工( )

事作業所長で，土砂撤去その他工事の責任者であったＳに指示した。

2 Ａ市は，平成１２年３月２２日，Ｂ建設に対し，土砂撤去その他工事の追( )

加工事として，工期を同日から同年５月３１日まで，請負代金 消費税込み を( )

１８９０万円とし，本件土地の整地工事等を内容とする本件工事を請け負わせ

る旨の契約 以下「本件契約」という を締結した。なお，本件土地の整地に使( )
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用される真砂土４５５０立方メートルについては，工事請負契約書 以下「本(

件契約書」という に添付された「特記仕様書」において，「覆土に使用する)

発生土は，Ｔ峠道路改良工事からの建設発生土を利用するものとする」と指定

されている。

3 ところで，平成１１年１２月ころ以降，Ｑ工業とＲ企画との間で，工事代( )

金の支払を巡る紛争 以下「本件紛争」という が生じ，Ｏが事態の収拾を図ろ( )

うとしたものの解決に至らず，平成１２年３月以降 以下，平成１２年の日付(

については年の表示を省略する ，Ｒ企画の実質的経営者であるＵが，Ｂ建設)

やＡ市役所およびＣ区役所に押しかけて，元請や発注者の責任を追及して抗議

し，Ｒ企画への工事代金の支払をＱ工業に指導するよう申し入れるなどの行為

を繰り返した。Ｏは，このような事態が継続すれば，自分のＡ市や建設業界に

対する影響力に支障を来しかねないと憂慮し，本件工事において何らかの方法

によりＲ企画に利益を得させることによって，本件紛争を鎮静化しようと考え，

( )懇意にしていた同市都市計画局指導部技術管理課 以下「技術管理課」という

課長である被告人に電話をして，本件工事について増額の設計変更をするよう

強く働きかけるとともに，そのころ，同市助役Ｖにも電話をして事情を説明し，

口添えを依頼してその承諾を得た。

なお，弁護人は，Ｕが市役所で騒いだのは４月に入ってからのことである旨

主張する 答弁書２頁 。( )

たしかに，Ｏの検察官調書 甲62 には，Ｕが，Ｂ建設に押しかけて「架空工( )

事をばらすぞ」などと言って騒ぎ，Ｃ区役所等にも押しかけている旨聞いて，

同区役所の維持担当課長に就いたＷに電話をかけ，その事実を確認した旨の供

述が記載されている。また，Ｗが同区役所建設部土木課維持担当課長に就任し

たのが同月１日のことであることも，明らかである。

しかし，Ｏの検察官調書 甲64 には，ＵがＣ区役所に行って，元請責任を追( )

及したのが３月２４日ころ以前である旨の供述が記載されているし，被告人が，
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Ｎに対し，本件工事の増額変更を働きかけた時期が３月下旬であったことは，

Ｎおよび被告人が一致して供述しているところであるから，上記主張は採用で

きない。

4 Ｏは，３月下旬ころ，Ｐから「何か現場が変なんですよ。これを見てくだ( )

さい。もう現場に残土なんかないのに先日付のマニフェストがあるんですよ」

と言われて，厚さ５センチメートルくらいのマニフェストの束 以下「本件マ(

ニフェスト」という を見せられた。そこで，Ｏは，ＰとともにＡ市役所を訪)

れ，被告人らと面会し，本件マニフェストなどを見せて説明を求めたところ，

被告人が動揺しているような態度を見せたことから，Ｏは，被告人が本件契約

の増額変更を実現してくれると感じた。その後，Ｎは，Ｓに対し，本件マニフ

ェストについて，業者が日付を調整しただけであるから，不正工事と言われな

いようにきちんと下請業者を指導するように言ったほか，Ｎの上司であるＣ区

役所建設部土木課維持担当課長Ｘも加わって，本件紛争についてＲ企画の者が

同区役所に来ないよう，Ｂ建設において調整するよう指導した。

5 一方，被告人は，Ｖから本件工事の増額変更の実現を暗に促され，３月下( )

旬ころ以降，かつての部下であるＮに対し，Ｖの名前を出すなどして，本件工

事の請負代金を増額するための設計変更をするよう働きかけた。Ｎは，本件工

事に覆土として使用する予定であったＴ峠道路改良工事 一般県道Ｙ線道路改(

良工事 からの建設発生土 以下「Ｔ峠の土」という に石等が混じるようにな) ( )

ったことから，他の公共工事からの流用土を探すなどしていたところ，被告人

からの働きかけを受けて，本件契約を増額変更して本件紛争を収拾させようと

いう意図を感じながらも，Ｖの名前が出たことなどもあり，被告人に対し「公

共工事の流用土を探している状態ですが，これを購入土に変更すれば増額変更

できます」「他にやるとすれば，表土のすきとりしかありません。仮置地の表

土を１０センチメートルくらいすき取りして，搬出するのです」「いずれにし

ても砂関係で増額は可能ですが，増額変更は勝手にできず，Ｍ開発が売る予定



- -6

にしている土地なので，地権者の意向を確認しなければなりません」などと言

った。被告人が「要は地権者さえ表土が悪いのできれいにして返せと言えば，

増額になるんじゃな。Ｏに地権者の一言があればいいと言えば，ええんじゃ

の」などと言うと，Ｎは「そうしてもらえば理屈が通ります」と答えた。

そこで，被告人は，Ｏに電話をかけて，本件工事について増額変更させるに

は，地権者が，表土が悪い，きれいにして返せというような苦情をＡ市に言わ

ないといけない旨伝えた。そして，被告人は，３月下旬ころか４月上旬ころ，

Ｎから本件工事の増額変更が可能な額について連絡を受けて，Ｏに対し約１０

００万円の増額変更が可能である旨伝えたところ，Ｏは「分かった。ほうよ，

１０００万円くらいいるんよ。助かったわい」などと言い，増額変更理由の内

訳を尋ねた。被告人は，請負代金額増減の内訳として，真砂土購入で約８００

万円，表土搬出で約９００万円の増額となり，浚渫を要する土砂が当初見積り

より減って約７００万円の減額になるので，合計約１０００万円の増額となる

旨概略を説明した。

また，被告人は，Ｎに依頼されて，４月上旬ころ，Ｃ区役所でＷに会い，Ｏ

の名前を出した上，本件工事の請負代金を約１０００万円増額するよう要請し

た。そして，被告人は，同月中旬ないし下旬ころ，Ｎから，本件工事の請負代

金の約１０００万円の増額がほぼ決まったことを伝え聞いた。

なお，Ｎは，被告人から，本件工事の請負代金を１０００万円増額すれば，

先日付のマニフェストの件は表に出さないとＯが言っているなどと聞かされた。

6 他方，Ｏは，それまでの経緯から，Ｑ工業とＲ企画の間を修復することは( )

困難であると判断し，４月７日ころ，元Ｂ建設社員で，当時Ｍ開発の副社長で

あったＺと会い，本件工事の一次下請をＱ工業からＡ１組に変更するようＢ建

設に伝えることを依頼して，その承諾を得た。その上で，Ｏは，毎日のように

被告人に電話し，本件工事の増額設計変更についての状況を確認していたとこ

ろ，同月中旬ころまでに，被告人から，本件工事について約１０００万円の増



- -7

額ができた旨の連絡を受けるとともに，増額変更の詳しい内容についての説明

を聞いて，それをメモ書きした。そのメモ 以下「Ｏメモ」という には，雨水( )

排水の掃除の数量につき当初予定していた３００立方メートルが６０立方メー

トルに減り，７００万円減額になること，県道工事から４５５立方メートル

４５５０立方メートルの誤記であると解される の流用土を持ち込む予定であ( )

ったのが，３１５０立方メートルの真砂土を購入する設計変更になり，８０２

万円 ８０２万５０００円を意味すると思われる「８０２５」という記載もあ(

る 増額になること，１０センチメートルの表土の入替えにより，１１００立)

方メートルの搬出が必要となって，８７３万５０００円増額になること，以上

を合計すると９７６万円の増額となり，設計変更後の請負代金額は２８６６万

円になることなどが記載されている。

そして，Ｏは，４月中旬ころ，Ａ１の営業部長であるＢ１を自分の事務所に

呼び出し，同人にＯメモを見せながら，設計変更で市役所に増額させたので，

Ａ１がＱ工業に代わって本件工事の一次下請に入り，Ｒ企画に約１０００万円

の利益を得させるよう依頼した。そこで，Ｂ１は，Ａ１の取締役工事部長であ

るＥ１にＳを紹介してくれるよう依頼し，Ｅ１とともにＢ建設Ａ土木工事作業

所 以下「現場作業所」という に行き，Ｓに対しＯからの依頼の趣旨を伝えて，( )

Ｅ１にもその話を聞かせた。その後，Ｅ１とＳは，Ｒ企画に約１０００万円の

利益を得させるための詰めの協議を行い，同月下旬ころには，Ｂ１，Ｅ１およ

びＳが，現場作業所に集まり，Ｂ建設，Ａ１およびＲ企画それぞれの大まかな

受注金額についての話をした。

Ｅ１は，Ａ１の工事次長であるＣ１に対し，本件工事のＢ建設現場代理人で

あるＤ１の書類作成を手伝いに行くように指示し，併せて「この工事は，Ｂ建

設から下請にＲ企画を使ってくれと話がきている」と告げた。Ｃ１が「何でＲ

企画が下請なんですか」と聞くと，Ｅ１は「お前は詳しいことは知らんでもい

い。ちゃんと仕事をすればええんじゃ」と言った。そこで，Ｃ１は，本件現場
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に行き，Ｄ１から，本件工事全体の作業計画の説明を受けたり，図面の検討や

補修箇所の程度および補修方法の検討などを指示されたほか，本件現場で「土

を搬出して真砂土を敷くので，高さを計算してくれ。舗装の補修，壊れた側溝

などの補修もしてくれ」などと依頼されたので，Ｃ１は，Ｒ企画の担当者に対

し，Ａ市に提出する書類の準備を指示し，Ｄ１に言われた計画書作りなどを開

始した。

他方，Ｏは，４月２４日ころ，Ｒ企画のＵおよびＦ１と会って，本件紛争を

解決するため，Ｑ工業に代わってＡ１からＲ企画に本件工事を下請させ，Ｒ企

画に約１０００万円くらい儲けさせるので，これ以上騒ぎを起こさないよう話

し，その旨約束させた。

7 ところで，本件工事に覆土として使用される予定であったＴ峠の土に石等( )

が混じるようになったことから，４月中旬までに，これを本件現場に搬入する

ことが中止された。また，Ｍ開発のＺは，本件土地を見て，Ｎらに対し，「表

面の黒い部分は何とかしてもらいたい」などと言った。そして，Ｎは，Ｄ１お

よびＳから，工期に間に合わないので，真砂土を購入する方向で本件工事の増

額変更を検討するよう依頼されて，これに同意した。

他方，Ｅ１は，Ａ１の下請業者に連れられてやってきたＲ企画のＵに対し

「今回の工事は，うちは何の得もない工事じゃけえ，あんたの会社も精一杯努

力してもらわにゃいかんで。安い真砂土が入る所を探してくれ」と言った。Ｕ

は，同月中旬ないし下旬ころ，Ｅ１，Ｃ１およびＤ１を案内して，Ａ市Ｃ区Ｇ

１ ｇ丁目所在のＨ１方 以下「Ｈ１商店」という 裏山の真砂土 以下「本件真( ) (

砂土」ともいう を見せた。)

8 Ａ市は，Ｂ建設に対し，「建設工事請負契約の請負代金額変更の協議開始( )

( ) ( )日について 通知 」と題する４月２５日付け書面 以下「本件通知書」という

を発出し，本件工事の請負代金を９７６万０８００円 うち消費税４６万４８(

００円 増額して２８６６万０８００円 うち消費税１３６万４８００円 とす) ( )
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ることの協議開始の日を通知した。本件通知書に添付された変更理由書 以下(

「本件変更理由書」という は，Ｎが起案したものであるところ，それには以)

下の記載がある。 ア 当初の計画においては，雨水排水施設に溜まった土砂< >

を３００立方メートル浚渫することと見込んでいたが，現地で確認したところ

６０立方メートルであったため，変更するものである。 イ 当初の計画では，< >

当該整地のための真砂土を他の公共事業 一般県道Ｙ線道路改良工事 より４５( )

５０立方メートル流用することと見込んでいたが，道路改良工事の真砂土がレ

キ混じりであり，整地には適さないため，約３０００立方メートル真砂土が不

足することとなった。また，当地はＭ開発より６月１５日までの借地契約とし

ており，他の公共残土からの真砂土流用が時期的に困難となり，整地を行うた

めの真砂土３０００立方メートルを購入するものである。 ウ 当初の計画で< >

は，災害土砂を撤去した後，土地を不陸整正し，平均１０センチメートルの覆

土を行うこととしていたが，現地で不陸整正したところ，レキ土，石等があり，

約１１００立方メートルの発生土を産業廃棄物処理場に搬出することとなった

ものである。

そして，Ｎは，本件契約の変更契約 以下「本件変更契約」という の締結に( )

ついて，「工事 設計変更 施行伺」および「工事請負契約締結伺 変更契約 」( ) ( )

を起案し，本件変更理由書の記載に上記 ア ないし ウ の各項目の変更金額< > < >

を付記した内部決裁用の変更理由書および変更請負代金額計算書を添付して，

Ｃ区役所の担当部署および最終的な決裁権者であるＧの決裁を得た。なお，内

部決裁用の変更理由書および変更請負代金額計算書には，上記 ア は約７０< >

０万円の減額，上記 イ は約８０２万５０００円の増額，上記 ウ は約８７< > < >

３万５０００円の増額で，合計９７６万０８００円の増額になる旨記載されて

いるところ，この記載および本件変更理由書の記載は，Ｏメモの内容とほぼ一

致している。

一方，Ｓは，本件変更理由書に基づき，本件変更契約締結に関する決裁書を



- -10

起案して，Ｂ建設Ａ支店長らの決裁を受けた。

9 Ａ市は，５月１０日，Ｂ建設との間で，本件変更契約についての契約書を( )

作成し，本件通知書の記載と同内容の本件変更契約を締結した。同月１６日，

Ｓは，Ｅ１と注文書および注文請書を交わし，Ｂ建設とＡ１との間で請負金額

を２４６５万４０００円 消費税込み とする本件工事の一次下請についての請( )

負契約 以下「本件一次下請契約」という を締結した。また，同月１７日，Ｅ( )

１は，Ｕと注文書および注文請書を交わし，Ａ１とＲ企画との間で請負金額を

１７８５万円 消費税込み とする本件工事の二次下請に関する請負契約 以下( ) (

「本件二次下請契約」という を締結した。)

10 Ｒ企画から，本件土地の残土搬出および本件土地への真砂土搬入を請け負( )

ったＩ１産業は，５月２３日から同月２６日までの４日間，本件真砂土を，ブ

ルドーザーを用いて複数台のダンプカーに積み込み，それらのダンプカーを本

件土地まで往復させて，本件土地に本件真砂土を運び入れた。なお，本件真砂

土についての対価は支払われなかった。そして，本件真砂土を敷きならして本

件工事は最終段階に入った。

Ｕは，製砂業者であるＩ有限会社から真砂土を搬入したというＲ企画からＢ

建設宛の内容虚偽の納品書 以下「本件納品書」ともいう を自分の娘に指示し( )

て作成させた上，これを，同月下旬ころ，Ｒ企画従業員Ｊ１を介してＡ１の現

場代理人であるＣ１に手渡した。すると，Ｃ１は，Ｊ１を通じてＵに対し，Ｉ

発行の出荷証明書を持参するように指示した。そこで，Ｕは，本件工事のため

真砂土３１６８立方メートルを出荷したというＩからＢ建設あての内容虚偽の

出荷証明書の写し 以下「本件出荷証明書」という を入手し，Ｊ１を介してＣ( )

１に手渡した。Ｄ１は，Ｃ１から，本件納品書および本件出荷証明書 以下，(

これらを合わせて「本件出荷証明書等」という を受け取って，本件納品書の)

受領印欄に署名し，Ｓの決裁を受けた。

同月３１日，Ｂ建設からＡ市長宛の本件工事の工事完成届が，本件出荷証明
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書等とともに提出され，６月１２日，完成検査員に指名されたＣ区役所建設部

土木課主任技師Ｆ３により完成検査がなされた。そして，Ａ市における所定の

手続を経て，７月２１日，Ｂ建設名義の当座預金口座に本件工事の請負代金残

額２１１０万０８００円が振り込まれた。

２ 原判決は，理由２ 8 において，Ｅ１が，遅くとも５月６日ころ，Ｂ１ととも( )

に現場作業所でＳと会った際，Ｂ１から同人がＯから聞いたことを聞かされるな

( )どし，同月１７日ころ，Ｋ１道路工事改良作業所 以下「Ｋ１の作業所」という

から本件現場に異動してきたＣ１やＤ１とともに，Ｕの案内で，Ｈ１商店の裏山

に真砂土を見に行った旨認定している。

しかし，上記１ 6 7 のとおり，Ｂ１が，Ｅ１とともに現場作業所に行き，Ｓ( )( )

に対し，Ｏからの依頼の趣旨を伝えると同時にＥ１にもその話を聞かせたのは，

４月中旬のことであり，Ｅ１，Ｃ１およびＤ１が，Ｕの案内で，Ｈ１商店裏山の

真砂土を見に行ったのも，同月中旬ないし下旬ころのことであったと認定できる

ので，以下，その理由について説明する。

1 たしかに，Ｂ１，Ｃ１，Ｅ１，Ｕ，Ｊ１およびＤ１は，いずれも，別件で( )

の証人尋問または被告人質問において，原判決の認定事実に沿う供述をしてい

る。

また，Ｕは，検察官に対して，Ａ１と本件工事についての契約を済ませた５

月１７日の翌日ころ，現場作業所にＡ１の現場代理人として詰めていたＣ１か

ら，真砂土を探すように言われたので，既に真砂土が無償で入手できることを

知っていたＨ１商店よりも本件現場に近い真砂土が出ると聞いていた山に，Ｒ

企画の従業員であるＦ１を行かせて確認させたところ，その山の真砂土は既に

なくなっていることが分かったことから，Ｆ１に車を運転させてＨ１商店に行

き，Ｈ１に対して同人方裏山の真砂土を分けて欲しいと依頼してその了解を得，

サンプルとしてその真砂土を土嚢１袋分持ち帰ってＣ１に見せ，その翌日，同

人およびＤ１とＨ１商店に行って真砂土の確認をしてもらった旨供述している。
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2 しかし，Ｂ１，Ｅ１およびＤ１の各検察官調書には，いずれも，Ｅ１とＢ( )

１が，現場作業所でＳと会い，Ｂ１が，Ｏから聞いた話の内容をＥ１に告げた

時期について，４月上旬あるいは中旬であった旨の供述が記載されている。ま

た，Ｅ１は，検察官の取調べにおいて，同月中旬ころ初めてＵと会ってから数

日後に，同人の先導で，Ｃ１およびＤ１と３台の車を連ねて民家の裏山に真砂

土を見に行った旨供述し，Ｄ１も，検察官の取調べにおいて，同月中旬ころか

下旬ころに，Ｅ１，Ｃ１およびＲ企画の男とともに，Ｈ１商店の裏山に真砂土

を見に行った旨供述している。以上のとおり，Ｂ１，Ｅ１およびＤ１は，いず

れも捜査段階においては，検察官に対し，別件での証人尋問または被告人質問

の際の供述とは矛盾する供述をしているのであって，Ｅ１，Ｃ１およびＤ１が

Ｈ１商店裏山の真砂土を見に行った時期についての原判決の事実認定には，疑

問の余地がある。

また，上記１ 6 のとおり，Ｏが，４月２４日ころ，Ｕに対し，Ｑ工業に代( )

わってＡ１からＲ企画に本件工事を下請させて，Ｒ企画に約１０００万円くら

い儲けさせることを伝え，これ以上騒ぎを起こさない旨約束させたことに照ら

すと，Ｏとしては，この時点までに，Ａ１の協力を得られる見通しがあったと

推認するのが合理的である。そして，Ｂ１が，Ｏから聞いてＥ１に告げた話の

内容は，上記１ 6 のとおり，Ａ１がＱ工業に代わって本件工事の一次下請に( )

入り，Ｒ企画に約１０００万円の利益を得させなければならないなどというも

のであり，Ａ１にとって大きな負担を強いられる可能性のある話であること，

その当時のＡ１において，Ｂ１は，単なる営業部長であったのに対し，Ｅ１は，

取締役工事部長として工事部門の責任者であったことにかんがみると，Ｅ１が，

４月２４日ころの時点で，Ｂ１から，同人がＯから聞いた話の内容を聞いてい

なかったなどという事態は，およそ考え難いのであって，その時期について，

「遅くとも５月６日ころ」とした原判決の事実認定は，正確さを欠いていると

いわざるを得ない。
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3 さらに，Ｅ１が，Ｃ１およびＤ１とともに，Ｕの案内で，Ｈ１商店の裏山( )

に真砂土を見に行った時期に関する上記２ 1 2 の証拠以外の証拠の内容およ( )( )

びその信用性については，以下のようにいうことができる。

( )ア Ａ１が請け負っていたＫ１地区道路改良工事 以下「Ｋ１の工事」という

に関する作業日報には，Ｃ１が，５月１６日まではＫ１の作業所で作業をし，

翌１７日以降，「工事別」欄に「シティ」と表示された工事の作業に当たっ

た旨記載されている。そして，「シティ」の記載が本件現場を意味すること

は，Ｃ１の検察官調書や上記２ 1 のＣ１およびＥ１の各証人尋問調書から( )

認定できる。したがって，Ｃ１が，同月１７日に，Ｋ１の作業所から本件現

場に異動したことは，Ｋ１の作業日報によって裏付けられているようにも思

われる。

イ しかし，Ｃ１は，本件詐欺の被疑者として検察官の取調べを受けた際，Ｅ

１の指示で本件現場に顔を出すようになったのは，４月１０日前後ころであ

り，同月中旬ころに，Ｕ，Ｅ１およびＤ１と一緒にＨ１商店の裏山に真砂土

を見に行った旨，上記２ 1 の証人尋問調書と矛盾する供述をしている。( )

Ｃ１は，上記２ 1 の別件での証人尋問において，詐欺の被疑者として取( )

調べを受けた際には，Ａ県Ｌ１郡Ｍ１町の下水道工事の現場作業所 以下(

「Ｍ１の作業所」という の作業日報を見せられ，その日報に基づいて，同)

月１６日ころから本件工事に従事した旨供述したものの，その後，Ｋ１の作

業日報が発見されたことから，その日報により，Ｍ１の作業所が一段落した

後，Ｋ１の工事に従事したことが判明し，本件現場へ行くようになったのが，

５月１７日ころであると分かった旨供述している。

Ｂ１も，上記２ 1 の別件での証人尋問において，Ｃ１が４月１０日まで( )

はＭ１の作業所におり，その後，本件工事が始まるまでの約１か月間の日報

がなかったことから，その空白期間に本件現場で本件工事に携わり，設計変

更から何から全部手伝いをしたのではないかということで，捜査官に対する
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供述調書ができてしまった旨述べるとともに，その後，Ｋ１の作業日報が発

見された経緯についても供述しているところ，Ｋ１の作業日報が発見された

経緯については，Ｅ１およびＣ１も，Ｂ１の上記供述と符合する供述をして

いる。

ウ しかし，Ｃ１は，上記２ 1 の証人尋問で，５月１７日より前に，打ち合( )

わせのため本件現場に行ったことを認める供述もしているほか，Ｋ１の作業

日報には，Ｋ１の工事以外の現場のことは書かない旨の供述もしている。ま

た，Ｅ１は，平成１２年当時，Ａ１の取締役工事部長として工事部門の責任

者であって，Ｃ１の上司であり，長年現場作業に従事してきて工事現場の状

況等に詳しい筈であるのに，上記２ 1 の証人尋問において，５月１７日，( )

Ｋ１の作業をするために，本件現場の近くであるＡ市Ｃ区Ｎ１ｈ丁目ｉ番に

Ａ１の事務所を設置したという趣旨の供述をし，その供述を前提に検察官か

ら追及され，Ｋ１の作業日報のＣ１に関する欄の「シティ」の記載の意味等

について曖昧な供述をして十分な説明をすることができなかったほか，同時

に２か所ないし３か所の現場での作業をＣ１に兼務させていたことや，本件

工事の現場作業所とＫ１の作業所との間が１キロメートルも離れておらず，

徒歩で約１０分くらいしかかからないことなどを述べている。また，真実，

Ｃ１が，５月１７日に本件現場に異動して本格的に本件工事に従事するよう

になったのであれば，当然，そのことは，Ａ１の本件工事に関する作業日報

に記載されていると考えられるのに，そのような作業日報ではなく，Ｋ１の

作業日報が証拠として提出されているのは，いささか不自然との感を免れな

い。

エ 以上説示したところに照らすと，Ｋ１の作業日報の「シティ」の記載から，

Ｃ１が，５月１７日に本件現場に異動したことが，客観的に裏付けられてい

るとまではいえない。また，仮に，Ｃ１が，同日本件現場に異動したもので

あったとしても，Ｋ１の工事現場と本件現場とが近接していることなどに照
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らすと，Ｃ１が，同日よりも前から，双方の現場を行き来していた可能性も

否定し難い。

オ 加えて，本件真砂土の供給元となったＨ１は，以下のとおり供述している。

すなわち，４月初めころ，Ｏ１区Ｐ１町方面で土建屋をやっているという男

が来て，前年，Ｃ区内で発生した風水害で出た土砂を同区Ｅの土地に集めた

ところ，その土砂を産業廃棄物処理場に移した跡地整備のため，汚れた土地

を削って新しい真砂土を入れて整地するのに必要なので，２０００立方メー

トルから３０００立方メートルくらいの真砂土を分けてくれと言ってきた。

この男が真砂土を取りに来たのは，それから１か月半くらい経った５月２０

日過ぎであった，というのである。

この供述にいう「土建屋をやっているという男」が，Ｕを意味することは，

その供述内容から明らかである。そして，Ｈ１は，被告人やＢ建設関係者は

もとより，本件に関係する誰とも格別の関係のない全くの第三者であるから，

殊更に虚偽を述べているとは考えられない上，Ｐ１町方面の土建屋に真砂土

を分けてやった時期について，その土建屋に対し，真砂土を搬出する際道路

を汚したら直ちに清掃することなどを約束させて，真砂土を分けることを承

諾した後である５月初めころ，知り合いのＱ１工業に真砂土を分けてやり，

その後の同月下旬ころ，ダンプカーが来て真砂土を搬出した旨述べて，真砂

土を譲り渡すことを承諾した時期について根拠を挙げていることなどにかん

がみると，その供述は信用できるというべきである。

カ また，Ｆ１は，４月中旬ころ，Ｕから無償の真砂土を探すように指示され，

複数の民間会社等と交渉したが，なかなか見つからずにいたところ，同月２

４日にＯと話をした数日前，Ｕから，Ｇ１に民間の良い砂があるらしいので

見に行こうと言われて，その日のうちにＨ１商店の裏山に真砂土を見に行き，

その後３週間ないし４週間経ち，真砂土を搬入する直前になって，Ｕから，

Ｈ１商店の裏山の真砂土を現場に入れていいことになったと言われた旨供述



- -16

している。

さらに，Ｄ１は，４月上旬ころ，現場作業所に出入りするようになったＡ

１のＣ１に対し，全体の作業計画を説明して，具体的な作業の指示をしたこ

とや，そのころ，Ｑ工業とＡ１が，現場作業所で重なっていた時期があった

旨供述している。

キ そして，上記１ 8 のとおり，Ａ市が，４月２５日付けの本件通知書添付( )

の変更理由書において，本件土地を整地するための真砂土の不足量が約３０

００立方メートルであるとしているところ，上記１ 6 のとおり，Ｃ１が，( )

Ｄ１から，本件工事全体の作業計画等について説明を受けた上，本件現場に

敷く真砂土の高さの計算等の作業を指示されたことに照らすと，Ｃ１がその

作業をしたのは同日以前であるということができるから，同人は，同月上旬

ないし中旬ころから現場作業所に出入りしていたと認めるのが相当である。

また，上記２ 3 オカによると，Ｕは，同月初めころには，Ｈ１に対し本件( )

工事のために真砂土を分けてくれるように申し入れており，同月２４日の数

日前には，Ｆ１とともにＨ１商店の裏山の真砂土を見に行ったことが認めら

れる。そして，上記１ 6 8 のとおり，Ｏは，そのころまでに，ＵおよびＦ( )( )

１と会って，Ａ１からＲ企画に本件工事を下請けさせ，Ｒ企画に約１０００

万円儲けさせることを伝え，これ以上騒ぎを起こさない旨約束させ，同月２

５日には，Ａ市からＢ建設に対し本件通知書が発出されて，真砂土約３００

０立方メートルを購入することを含めた本件変更契約の概要が明らかになっ

ていたことなどが認められる。

真砂土を購入する代わりに安い真砂土を使用することは，Ｒ企画が約１０

００万円の利益を上げるために，最も重要な要素であったことはいうまでも

ないから，Ｕとしては，一刻も早く本件真砂土をＥ１らに見せようとした筈

である。したがって，原判決が理由２ 8 で認定しているように，Ｕが，５( )

月１７日ころまで，Ｅ１らをＨ１商店の裏山に案内しなかったとは考え難い。
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4 以上検討したところによると，Ｕが，Ｅ１らをＨ１商店の裏山に案内した( )

時期は，４月中旬から下旬ころと認定するのが相当である。そして，Ｅ１が，

Ｂ１から，Ａ１がＱ工業に代わって本件工事の一次下請に入り，Ｒ企画に約１

０００万円の利益を得させなければならないと聞かされたのが，その利益をＲ

企画に得させるために用いる真砂土をＨ１商店の裏山に見に行った４月中旬か

ら下旬ころにかけての時期よりも後であるとは考え難いから，Ｅ１が，遅くと

も５月６日ころに，現場作業所でＳと会い，Ｂ１から，Ｏから聞いた話を聞か

されたという原判決の認定は誤っており，上記１ 6 のとおり，その時期は４( )

月中旬ころと認定できる。

３ 上記１ 1 ないし 10 の各事実を総合すると，本件の基本的な事実関係について( ) ( )

は，以下のようにいうことができる。すなわち，Ｏは，３月下旬ころ，Ｒ企画に

利益を得させる目的で，被告人に対し，本件工事について増額の設計変更をする

よう強く働きかけ，本件契約の増額変更をすることにより，Ｒ企画に約１０００

万円の利益を得させることを目論んだ。Ｏの意を受けた被告人は，３月下旬から

４月上旬ころにかけて，本件工事の担当者 主任監督員 であるＮに対し，本件工( )

事の増額変更を働きかけるとともに，同人に依頼されて，同人の上司であるＷに

も同様の要請をした。折から，本件工事に使用する予定であったＴ峠の土が使用

に適さなくなっていたところ，Ｏの働きかけを受けた本件土地の地権者であるＭ

開発のＺから，本件土地の表面の黒い部分を何とかして欲しいという要望があっ

たほか，本件工事の元請業者であるＢ建設のＳおよびＤ１からも，Ｎに対し，真

砂土を購入する方向での検討を依頼された。そして，Ａ市において，同月２５日

までには，本件変更契約とほぼ同一内容の本件変更理由書が作成されて，同日，

本件通知書が発出されたところ，そのころまでには，Ｕ，Ｅ１，Ｃ１およびＤ１

において，本件工事に使用される予定の真砂土が無償で入手できるＨ１商店の裏

山を見つけていた。他方，Ｎは，本件工事に要する真砂土を購入することなどを

内容とする本件契約の増額変更手続を進め，Ｂ建設との協議を経て，５月１０日，
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Ａ市とＢ建設との間で本件変更契約が締結された。Ｏは，本件工事において，Ｒ

企画が二次下請を続けるためには，Ｒ企画との間で紛争が生じているＱ工業を一

次下請から外し，代わりにＡ１を一次下請に入れるとともに，Ａ１の協力を得る

ことによって，Ｒ企画に約１０００万円の利益を得させようと考えた。Ｏは，Ｚ

を通じてＢ建設に対し，一次下請をＡ１に変更するよう働きかけるとともに，Ｂ

１を通じて，Ａ１に本件工事の一次下請に入ってＲ企画に約１０００万円の利益

を得させることを承諾させた。また，Ｒ企画のＵにも，約１０００万円を儲けさ

せるので，これ以上騒ぎを起こさないことを約束させた。そして，実際には対価

を支払わずに入手された本件真砂土を用いて本件工事が行われたにもかかわらず，

製砂業者であるＩから真砂土を搬入した旨の本件出荷証明書等が，ＵからＣ１ら

を介してＡ市の担当者に提出され，Ｂ建設に本件請負代金が振り込まれた。

４ ところで，原審訴訟記録および関係証拠によると，本件の捜査および原審にお

ける審理経過等は，以下のとおりである。

1 被告人は，平成１６年６月１６日，本件詐欺罪により逮捕され，翌１７日( )

勾留されたところ，逮捕の２０日前である同年５月２７日にＡ県Ｒ１警察署で，

同年６月１日に同署およびＡ地方検察庁で，いずれも本件詐欺の被疑者として

警察官または検察官の取調べを受けた。被告人は，その際，本件変更契約に関

してＯから不正な増額を頼まれ，本件工事の発注元であるＣ区役所のＮに不正

な増額をするように指示して１０００万円近い増額に成功し，その増額理由で

ある真砂土購入と表土搬出についてＯに報告したところ，同人がその理由に着

目して，下請に不正な利益をもたらすために，真砂土購入等で不正を働き，詐

欺をしているので，自分自身，この詐欺において不正な増額という点でＯに協

力した詐欺の共犯といわれても仕方がない旨述べて，その旨の警察官調書およ

び検察官調書の作成に応じた。そして，被告人は，逮捕勾留されて取調べを受

けた際，以下のような供述をした。すなわち，このままＡ市の職員として復帰

できることはないと確信しているし，その償いをするには，司直の判断をあお
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ぐしかないと思っており，その結果を受けて，第２の人生を歩むには１日でも

早い方がいいと思うので，これから正直にすべてを話したいと思う。Ｏらが，

本件変更契約のとおりに真砂土を購入せず，無償の砂を入れて経費を浮かせ，

完成検査の際には嘘の書面を整えてＡ市に提出して工事代金を騙し取るくらい

は分かっていたし，自らが，このような工事代金増額を担当して，Ｏが中心と

なって行った詐欺事件の一部を担当し，業者に不正な利益を与えた。設計書で

真砂土購入と決められていたのに，無償の真砂土が見つかった場合は，工事請

負契約の約款 Ａ市建設工事請負契約約款 以下「本件契約約款」という のこ( 〔 〕

と １８条から２４条のとおり，監督員と協議を行い，真砂土購入と決められ)

ている部分を抹消し，「民間からの流用土」と設計変更した契約を結ばなけれ

ばなならない，というのである。

なお，被告人は，勾留された翌日である平成１６年６月１８日，弁護士３名

を弁護人に選任しているところ，同年７月２０日，別の弁護士を弁護人に選任

し，上記弁護士３名は，翌２１日弁護人を辞任している。

2 被告人は，同年７月６日，勾留のまま本件公訴事実で起訴された。同年８( )

月２４日の原審第１回公判期日において，被告人は，本件公訴事実は間違いな

い旨述べて，事実関係を認め，当時の弁護人も同旨の意見を述べて，同公判期

日において検察官が請求した証拠は，全部同意されて取り調べられた。なお，

同公判期日において，弁護人は，「被害弁償については，共犯者との共同での

弁償を調整していますが，場合によれば被告人一人での全額弁償も検討してい

ます」などと述べた。そして，弁護人は，同日被告人の保釈を請求し，翌２５

日保釈が許可され，同日被告人は釈放された。

3 被告人は，同年１０月１２日の原審第２回公判期日における被告人質問で，( )

自らが有罪であることを前提とする供述をした。なお，その供述中には，弁護

人から「購入土というのは，有償，すなわちお金を出して購入すると，こうい

うことですね」と質問されて「はいそうです」と答えた部分がある。そして，
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同年１１月１１日の次回公判期日は，情状証人２名を取り調べて結審すること

が予定された。

4 ところが，同年１１月９日，上記弁護人より，被告人から解任されたこと( )

を理由に辞任届が提出され，翌１０日，当審弁護人である奥苑泰弘弁護士を弁

護人に選任した旨の弁護人選任届が提出された。そして，上記公判期日が取り

消され，平成１７年１月２０日の第３回公判期日において，被告人は，被告事

件に対する前と異なる陳述として，本件公訴事実のうち，被告人が当時技術管

理課長であったこと，本件工事契約があったことおよび本件変更契約が存在し

たことは認めるものの，それ以外の事実は否認する旨述べ，弁護人は，被告人

がＯらと共謀した点などについて争うのはもちろんのこと，内容虚偽の出荷証

明書が提出されたことや，Ａ市からＢ建設の当座預金口座に本件請負代金が振

り込まれたことなど，被告人が知らない事実についても否認し，法律上の主張

として，本件変更契約は，いわゆる総価契約ないし定額一括請負契約であるか

ら，仮に真砂土を購入したように欺くという欺罔行為を用いたとしても，本件

工事自体は瑕疵なく完成しており，この点の欺罔を理由にＡ市に請負代金減額

請求権が発生するものではなく，同市について詐欺罪の構成要件である財産上

の損害がないから，同罪は成立せず，被告人は無罪である旨の意見を述べた。

5 その後，平成１８年１月１６日の第１２回公判期日まで審理がなされて結( )

審した。ところが，検察官および弁護人双方からの請求により，同年２月１５

日，原裁判所は弁論を再開し，さらに第１３回ないし第２０回公判期日におい

て審理がなされて結審し，平成１９年３月３０日の第２１回公判期日において，

原判決が言い渡された。

５ 検察官は，本件公訴事実に関して，Ａ市およびＢ建設は，本件変更契約締結に

当たり，本件工事に使用する土材料として，土自体に対価を支払って購入する

「購入土」を使用することを前提としていた旨主張している 補充論告要旨２，(

３項 。)
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それに対し，原判決は，この主張を，購入土の使用がＢ建設の本件変更契約上

の義務になっていると認めるに足りるか，という争点として捉え 理由３ 2 冒頭 ，( ( ) )

要旨以下のとおり説示して，Ｂ建設は，同契約上，本件工事の覆土に必要な土材

料をその対価を支払う方法によって調達すべき契約上の義務を負っているとは認

めるに足りず 同３ 2 オ ，「購入土」を使用すべき契約上の義務，すなわち，土( ( ) )

材料自体に対価を支払って調達すべき契約上の義務があることにはならないから，

同義務を前提とする検察官主張の欺罔行為をしたと認めるに足りないとし 同３(

4 ，さらに，その他の検察官主張の欺罔行為について検討を加えた上，いずれ( ))

も本件請負代金の詐取に向けての欺罔行為とは認めるに足りず 同３ 3 5 ，被( ( )( ))

告人には詐欺罪が成立しない旨判示した 同３ 6 。( ( ))

1 Ａ市発注の公共工事においても，「購入土」の意義や「購入土」として予( )

定価格が積算された場合と「自主施工の原則」との関係については，原則とし

て，Ｓ１省大臣官房Ｃ３課Ｄ３室長作成の「照会に関する回答」と題する書面

以下「Ｓ１省回答１」という および「平成１８年１２月１８日付で照会のあ( )

りました『捜査関係事項照会書』について」で始まる書面 以下「Ｓ１省回答(

２」という の取り扱いに準じるものと認められる 理由３ 2 ア 。) ( ( ) )

2 Ｓ１省回答１には，「発注者と請負者の契約は，総価 工事全体の総額 での( ) ( )

契約であり，工事請負契約書１条３項 本件契約約款の１条１号と同旨 に記載( )

されているとおり，『仮設，施工方法その他工事目的物を完成するために必要

な一切の手段については，この契約書および設計図書に特別の定めがある場合

を除き乙 請負者 がその責任において定める』ことになっています。つまり，( )

発注者は予定価格の積算において，流用土や発生土が利用できない場合，購入

することを想定し，標準的な土材料の購入費を計上して積算することになりま

すが，請負者は必ずしも購入する必要はなく，請負者がその責任において土材

料を調達することになります」と記載されている 理由３ 2 ア 。( ( ) )

3 Ｓ１省回答２によれば，Ｓ１省回答１にいう「土材料の購入費」とは，( )
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「土そのものに支払う対価 土そのものの費用 」を意味し，発注者が積算する( )

場合の「盛土 購入土 」は，真砂土そのものの対価を支払わない場合は含まな( )

いとしながら，引き続き「なお，これは，請負者がその責任において土材料を

調達する方法を縛るものではありません」としており，また，「契約書及び設

計図書に『購入土を使用しなければならない』という趣旨の『特別の定め』が

ない限り，請負者は『購入土』を土材料として用いる必要はない。つまり，

『購入土』の定義としては，『土そのものに対価を支払って入手する』ことが

必要であるが，自主施工の原則により，請負者が土を調達する方法は，土その

ものに対価を支払って入手する『購入土』に限ると縛られるものではない」こ

となどからすると，発注者が，土材料を購入土として予定価格を積算した上，

発注した場合であっても，請負者において，購入土以外の土材料を調達しても，

債務不履行にはならないと認めるのが相当である 理由３ 2 ア 。( ( ) )

4 そうすると，Ｓ１省回答１，２によれば，変更契約書ないしは設計図書に( )

請負者であるＢ建設が土材料として「購入土を使用しなければならない」旨の

「特別の定め」がない限り 以下，本件変更契約ないしは設計図書におけるこ(

の趣旨の定めを，単に「特別の定め」という ，土材料を購入土として積算し)

たことをもって，土材料として購入土を使用することが，Ｂ建設による本件変

更契約上の義務になったとは認めるには足りないところ，Ｓ１省回答１，２の

上記解釈自体を否定する証拠は見当たらない 理由３ 2 イ 。( ( ) )

5 そして，本件変更契約書ないしは設計図書の記載等から，上記のような( )

「特別の定め」があったと認めるに足りるか否かについて検討するに，本件変

更契約の特記仕様書には，覆土に用いる土材料について格別の指定はなく，そ

れに添付された設計書 以下「本件設計書」という の整地工の工種欄に「真砂( )

土購入」との記載があることは，本件の経緯や，Ｎ，Ｇら本件変更契約の締結

に関与した者あるいはＡ市の関係職員らの各供述に照らしても，特別の定めと

認めるに足りない 理由３ 2 ウ ア ないし オ 。また，検察官のその他の主張( ( ) ( ) ( ))
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を検討しても，同様に判断されるから 理由３ 2 エ ア イ ，Ｂ建設は，本件( ( ) ( )( ))

工事の覆土に必要な土材料を対価を支払う方法によって調達すべき契約上の義

務を負っているとは認められない 理由３ 2 オ 。( ( ) )

( ) ( ) ( )６ しかし，原判決の上記５ 1 ないし 4 の説示が正当であるとしても，上記５ 5

の認定判断を是認することはできない。以下に説示するとおり，Ｂ建設は，特別

の定めにより，本件工事の覆土に必要な土材料を，対価を支払う方法によって調

達すべき契約上の義務を負っていたと認定することができる。

1 本件設計書の工種欄に記載された「真砂土購入」という文言の意味を含め，( )

本件変更契約内容の確定は，本件変更契約の契約書および設計図書の記載のほ

か，取引慣行，「真砂土購入」の意味についての関係者の認識，本件変更契約

が締結された経緯およびその履行状況，本件一次下請契約および本件二次下請

契約の内容等，諸般の事情を総合して，本件変更契約締結当時の契約当事者の

意思に基づいて行うべきである。

なお，弁護人は，建設業法１９条が書面主義を採用し，本件契約約款にも同

法条の趣旨を受けた規定が置かれているから，書面によらない口頭による特別

の定めが成立する余地はない旨主張する。

しかし，同法は，建設業を営む者の資質の向上，建設工事の請負契約の適正

化等を図ることによって，建設工事の適正な施工を確保し，発注者を保護する

とともに，建設業の健全な発達を促進し，もって公共の福祉の増進に寄与する

ことを目的とするものであり １条 ，同法の定める契約の締結あるいはその内( )

容変更の際の書面化 １９条１項，２項 の趣旨は，当事者の合意の有無および( )

内容を明確化することによって，後日の紛争を防止するとともに，公正平等な

契約の締結を推進するための規定と解されるものの，建設業法自体は民法の特

則であるという体裁にはなっておらず，上記書面化の規定も刑事罰等の制裁を

伴うものでもないから，いわゆる効力規定とも解し難い。そして，本件変更契

約においては，その契約書に「真砂土購入」という書面上の記載があり，その
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記載の意味内容や，その記載が特別の定めに該当するか否かを判断するに当た

り，契約当事者の意思内容を判断するため，書面に現れない事情を考慮するこ

とが許されることは，明らかである。

2 そこで，以下，これらの事情について検討する。( )

ア 本件変更契約の契約書に添付された本件設計書には，同契約の目的物であ

る「整地工」の明細が記載されており，「整地工」の内訳として，工種欄に

「真砂土購入」，数量欄に「３，１５０」，単位欄に「㎥」と記載されてい

る。なお，同契約書に特記仕様書は添付されていない。

イ 本件工事の担当者 主任監督員 であったＮは，本件変更契約締結の際，Ａ( )

市の交渉窓口になったところ，その検察官調書および別件の証人尋問調書に

は，覆土として使用する真砂土を製砂業者から購入することを前提とする供

述が記載されており，原審公判でも「購入といったら，もう土を買ってくる

というふうに，常識で思っていたということなんですが」と供述している。

もっとも，Ｎは，原審公判において，理由３ 2 ウ ア で指摘されているよ( ) ( )

うに，「真砂土購入」というのが特別な定めであるとは断定できない旨述べ

ているし，弁護人からＳ１省回答１を示されて，「請負者は必ずしも購入す

る必要がなくというところが，非常にびっくりしてるんですけど」などと，

驚きを隠せない様子で独白し，購入土とあっても購入する必要がないという

ことが今分かった旨述べ，さらには，Ｓ１省回答１を前提とすると，本件に

おいてＢ建設は購入土を入れたことになるし，請負業者は契約の目的である

真砂土の品質を保った一定量の真砂土を提供することを履行すればよいから，

購入することは義務ではないという考え方になる旨述べている。

しかし，このことは，逆にいえば，Ｎは，本件変更契約締結当時，Ｂ建設

が，本件工事を実施するに当たり，真実，真砂土を購入するものと認識して

いたことを，如実に示しているともいうことができる。

ウ Ｎが起案した「工事請負契約締結伺 変更契約 」を決裁したＣ区役所市民( )
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部長兼まちづくり推進課調整担当課長のＧは，検察官に対し，「施工業者が

変更理由書に書かれている真砂土購入などをせず，無償の真砂土を搬入して

覆土に使用するなどということが分かっていたのであれば，絶対に決裁して

おらず，施工伺書作成を担当した土木課に差し戻し再調査をさせて契約に至

っていないことは間違いありません」と述べ，別件の証人尋問でも同様の供

述をしている。また，Ｇは，原審公判でも，真砂土購入の意味について「売

買契約によって不足する土砂を調達するというふうに理解」した旨述べたほ

か，Ｓ１省回答１を示された後にも，「私自身は購入土というのは当然代金

を払って土砂を購入するものが購入土だというふうに理解をしておりまし

た」と供述している。

さらに，本件工事の完成検査を実施したＦ３も，購入した真砂土であれば，

一定の品質が保証され，他に不純物はなく，工事の質的な完成の点で問題は

ないといえるが，無償で入手した真砂土ということになれば，品質保証のな

いものである可能性が高く，外見上は覆土ができているように見えても，質

的に十分な覆土ができていないことになる可能性があるから，真砂土の購入

事実がなければ，完成認定をすることはない旨供述している。

エ 上記１ 10 で認定したとおり，ＩからＢ建設が真砂土を購入したことを示( )

す内容虚偽の本件出荷証明書等が，Ｒ企画のＵによって用意され，Ａ１の現

場代理人であるＣ１を介してＢ建設の現場代理人であるＤ１に手渡され，本

件納品書の受領印欄に同人が署名し，Ｓの決裁を経て，本件工事の工事完成

届とともにＡ市に提出されている。

もし，請負者側の関係者が，本件工事で使用する真砂土について，製砂業

者から購入する必要はなく，自己の責任において中等品の真砂土を調達すれ

ば足りると認識していたというのであれば，Ｈ１商店の裏山から真砂土を搬

入したという納品書を提出すれば足りる筈であって，公共工事指名停止処分

を受ける可能性さえある内容虚偽の本件出荷証明書等を作成してまで提出す
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る必要性は全くない。

これら請負者側の行動は，覆土として使用する真砂土について，製砂業者

から購入することが前提となっており，そのように仮装する必要があったと

考えない限り，理解し難いというほかない。Ｕに対し，内容虚偽の出荷証明

書を用意するよう指示したＣ１は，別件の証人尋問において，本件出荷証明

書等を準備した理由につき，検察官の尋問に対する返答に窮した挙げ句，Ｇ

１ Ｈ１商店の裏山 が真砂土を販売する所ではなかったからであるという趣( )

旨のことを述べたほか，嘘の出荷証明書を用意した理由は，本当のことを書

けないからではないかと尋ねられて，「まあそうですね」と述べ，本件工事

に使用した真砂土の真の入手先を明らかにできなかったことを認める供述を

している。

オ 本件変更理由書には，工事内容の変更理由として「整地を行うための真砂

土３０００立方メートルを購入するものである」と明示されており，その字

義に照らして，請負者が，その責任において自由に真砂土を調達することを

許容している趣旨と解することは困難である。そして，本件変更理由書は，

Ａ市およびＢ建設において，本件変更契約締結の内部決裁のための資料とな

っていたものである。また，上記１ 8 のとおり，本件変更理由書を起案し( )

たＮは，本件当時，真砂土を製造販売している業者から購入することを念頭

に置いていた旨供述している。さらに，本件変更契約の締結について，Ｂ建

設の交渉窓口となったＳの警察官調書にも，本件工事において，製砂業者か

ら購入した真砂土を使用することを前提とする趣旨の供述が記載されている。

カ 本件工事に関与した請負者およびＡ市の各関係者の供述によれば，本件真

砂土について，本件現場に搬入する前および本件工事の完成検査の際，その

品質確認が極めて簡便になされたことが認められる。これは，品質が担保さ

れている製砂業者から購入した真砂土を使用することが前提となっていたと

考えると，最も自然に理解することができる。
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キ 本件二次下請契約をみると，その注文請書の内訳書に「盛土材 真砂土 購( )

入」と記載され，費用負担特約として「購入土」の「材料費・運搬費」をＲ

企画において負担することが明記されている。そして，この内訳書を作成し

たＡ１のＣ１は，「盛土材 真砂土 購入」の意味について，覆土は購入する( )

ものだという認識があり，購入費には，土の代金，運搬，掘削および積込み

費用が入っていると思う旨供述している。また，本件二次下請契約について

Ａ１の交渉窓口となったＥ１も，検察官に対し，真砂土を購入することが契

約の内容であることを前提とする供述をしている。

これらの事実を総合すると，Ａ１とＲ企画との間の本件二次下請契約にお

いて，製砂業者から購入した真砂土を覆土として使用することが，契約の内

容になっていたと認めるのが相当である。

ク しかも，本件工事に関与した請負者側の関係者の供述をみると，Ｂ建設の

ＳおよびＤ１のみならず，Ａ１のＥ１，Ｂ１およびＣ１のいずれの捜査段階

の供述調書にも，本件変更契約の締結後，本件工事において，製砂業者から

購入する真砂土を覆土として使用することになっていたことを前提とする供

述が記載されているのである。

3 加えて，被告人は，本件当時，Ａ市の発注する公共工事の管理を総括し，( )

公共工事の設計・積算の基準に関する指導等を担当する部署である技術管理課

の課長であって，「真砂土購入」の意味について，本件当時のＡ市における有

権解釈を示すべき立場にあった人物であったところ，上記４ 1 ないし 3 のと( ) ( )

おり，本件詐欺の被疑者として，当初在宅で，その後逮捕勾留の上取調べを受

けた際，一貫して，自らが本件詐欺の共犯といわれても仕方がなく，同市職員

として復帰できることはないので早く第２の人生を歩みたい旨の供述をし，原

審第１回公判期日において本件公訴事実を認め，原審第２回公判期日における

被告人質問においても，自らが有罪であることを前提とする供述をしていたも

のである。
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もっとも，被告人は，原審第３回公判期日において，本件公訴事実に対する

意見を翻して否認に転じ，その約２か月後の原審第４回公判期日における被告

人質問で，工事設計書の整地工明細表に「真砂土購入３１５０立米」と書かれ

ているものの，「何も指定してませんから，業者の資材調達の自由といいます

か，真砂土持ってきなさいと，どこからでもいいですから持ってきなさいとい

うことです」「購入土という分類の土はございませんから 中略 ，それは，真( )

砂土のことを意味しているんですね」と述べて，購入といっても買うという意

味ではなく，本件真砂土も「真砂土購入」に当たる旨供述している。そして，

被告人は，その後の被告人質問においても同様の供述をしたほか，原審第１０

回公判期日以降になされた被告人質問において，Ｓ１省回答書１等を根拠に，

本件当時も契約上購入土とされている土は，請負者の責任において，品質を満

たしたものを決められた数量調達すれば足り，製砂業者から購入することは契

約上の義務にはなっていないと認識していたものであって，捜査段階の供述は，

捜査官による脅迫や利益誘導の結果である旨述べている。

しかし，被告人の原審第４回公判期日以降における各公判供述によれば，本

件工事において，Ｈ１商店裏山の真砂土が覆土として使用されたことは，法的

に全く問題がなく，詐欺罪が成立する筈もないことは明白である。しかるに，

被告人は，本件詐欺の被疑者として取調べを受けた際，詐欺罪で起訴された場

合には休職となる可能性があり 地方公務員法２８条２項 ，更に有罪とされて( )

禁錮以上の刑に処せられた場合には失職する 同法２８条４項，１６条２号 と( )

いうのに，「真砂土購入」の意味について，本件当時から上記のような認識を

持っていたにもかかわらず，本件が詐欺になることを認める上記各供述調書の

作成に応じたというのは，到底信用し難い。被告人は，捜査官による脅迫や利

益誘導があった旨供述するのであるが，その脅迫や利益誘導について供述する

内容は，全体として漠然としており，前後の辻褄が合わない点も多く，詳細な

自白調書の作成に複数回応じた理由についての納得のいく説明とはいい難い。
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なお，被告人は，原審第１回公判期日において，本件公訴事実を全面的に認

める旨述べ，弁護人においては，本件の被害について弁償する意向を示してい

たし，上記４ 3 で認定したとおり，被告人は，保釈許可決定により釈放され( )

た後である原審第２回公判期日における被告人質問でも，「購入土」というの

は，金を出して購入する土という意味であることを肯定する供述をしていたも

のである。その点について，被告人は，その当時においても，刑事から受けた

脅迫による異常な精神状態にあった旨供述している。

しかし，原審第２回公判期日の当時は，既に保釈により釈放されてから１か

月半以上が経過していた上，私選弁護人の援助も受けていたのであるから，そ

の時点においても，捜査官から受けた脅迫による影響下にあったとは考え難い。

そうすると，被告人は，原審第２回公判期日後，同第３回公判期日で被告事

件に対する陳述を変更するまでの間のいずれかの時点までは，「真砂土購入」

の意味につき，他の事件関係者と同様，製砂業者から購入した真砂土を使用す

ることを念頭に置いていたものというほかない。

4 なお，本件工事について，Ａ市の方針，人事，予算を実質的に指揮する立( )

場である同市道路部参事であったＴ１は，原審公判で，購入土とは必ずしも製

砂業者から購入する必要はなく，請負者がその責任において調達することで足

りる旨供述している。

しかし，Ｔ１は，本件変更契約の締結について決裁すべき立場にあった者で

はない上，その供述内容に照らすと，本件工事について総括的に指示する立場

にあったとはいえ，Ａ市の積算基準等の事務的な取扱いなど，細かい点につい

てまで把握しているわけではないことが窺われ，その供述の証拠価値は，必ず

しも高くない。

5 弁護人は，Ｓ１省回答書１等を論拠として，「真砂土購入」あるいは「購( )

入土」とは，製砂業者から真砂土を購入することを意味している旨のＡ市関係

者の供述の信用性を論難する。
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しかし，記録によれば，Ｓ１省回答書１は，平成１７年９月１２日付けで作

成されて，同年１１月１１日の原審第１０回公判で取り調べられたものであり，

本件変更契約当時には存在していなかったことが明らかである上，本件工事に

関与したＡ市関係者が，本件工事が実施された当時，Ｓ１省回答書１の内容を

把握してはいなかったと認められる。したがって，Ｓ１省回答書１の記載内容

を考慮しても，本件工事に関与したＡ市関係者の「真砂土購入」の意味に関す

る本件当時の認識についての供述の信用性に疑問は生じない。

また，Ｂ３およびＧの原審公判における各供述中には，山代 土代 が零円で( )

あっても販売業者の見積りがあれば，あるいは，代金が１円であっても土材料

の対価を支払っている場合には，「購入真砂土」に当たるなどという供述もあ

るところ，これらの供述は，同人らが証人として尋問されている最中にＳ１省

回答書１を見せられ，「発注者は予定価格の積算において 中略 ，購入するこ( )

とを想定し，標準的な土材料の購入費を計上して積算することになりますが，

請負者は必ずしも購入する必要はなく，請負者がその責任において土材料を調

達することになります」という記載に驚きつつ，その内容を十分検討したり理

解したりできないまま，尋問に対して供述していることが窺われ，本件当時の

Ａ市関係者の認識や，Ａ市の有権解釈を示したものと評価することはできない。

6 以上の認定事実を総合すると，本件変更契約において，本件工事の覆土と( )

して使用する真砂土は，土代を支払って製砂業者から購入するということで，

契約当事者の意思は合致しており，それが本件変更契約の内容となっていたも

のであり，本件設計書の工種欄の「真砂土購入」という記載は，本件契約約款

１条３項に定められた「設計図書に特別の定めがある場合」に該当すると解す

るのが相当である。

したがって，Ｂ建設は，本件変更契約における特別の定めにより，本件工事

の覆土に必要な土材料を対価を支払う方法によって調達すべき契約上の義務を

負っていたと認定できる。しかるに，Ｂ建設の担当者であるＳおよびＤ１は，
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本件工事の覆土として，無償で入手した本件真砂土を使用することを知りなが

ら，その情を秘して，本件工事の完成を通知するとともに，内容虚偽の出荷証

明書等を提出し，Ａ市の担当者に本件工事が完成した旨誤信させて，その完成

を確認させ，請負代金残額を振り込ませたのであるから，詐欺罪が成立するこ

とが明らかであり，被告人において，本件詐欺の共謀を遂げていたことも認定

できる。

７ 控訴趣意に対する答弁および刑事訴訟法３９３条４項の弁論における弁護人の

主張について，以下検討する。

1 弁護人は，以下のとおり主張する 答弁書第１の３ 。すなわち，公共土木工( ) ( )

事における予定価格は，官積算が義務づけられ，当該契約の相手方当事者であ

る請負者の意図，事情を考慮して積算することは許されない。そして，Ａ市土

木工事標準積算基準書 その写しは「照会について 回答 」と題する書面 甲9( ( ) 〔

2 に添付 にあるように，変更契約においても官積算が行われるところ，官積〕 )

算による以上，真砂土購入 購入土 は１立方メートル当たり１６８０円 以下，( ) (

この金額を「統一基本単価」ともいう で積算され，何があっても，これが左)

右されることは一切ない。たとえ，Ａ市が，請負者側において，無償の真砂土

を入手して搬入するつもりであるということを知らされた，あるいは知ってい

たとしても，絶対に同価格で積算される。本件において，当初，Ｔ峠の土を覆

土に使用するつもりであったのが，その土の質が低下したことにより，購入土

に変更しなければならなくなり，近くに土取場がないと判断した時点で，「土

木工事積算基準書の運用 平成１１年７月 」と題する書面の「購入真砂土」の( )

項 以下「購入真砂土の項」という にあるように，いわば自動的に統一基本単( )

価で積算されることになるから，仮に，Ｂ建設が，土材料に対価を支払って購

入した真砂土を使用するつもりがないのに，これあるように装ってＡ市と変更

契約を結んだとしても，結局は，購入土の単価は１立方メートル当たり１６８

０円と積算されるのである。したがって，本件は，欺罔行為があるとはいえな
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いし，不能犯であると認めざるを得ない，というのである。

しかし，本件工事に関与したＡ市関係者は，いずれも，本件当時，「真砂土

購入」の意味について，製砂業者から対価を支払って真砂土を購入する場合を

いうと認識していたのであって，本件変更契約締結以前にＨ１商店裏山の真砂

土を覆土として使用することを知っていたならば，これら関係者が供述するよ

うに，本件変更契約について，本件で締結されたのと同じ契約内容で締結され

ていたとは到底解されない。

たしかに，購入真砂土の項には，「①他現場からの流用を原則とする。それ

が不可能な場合で近くに土取場がない場合には，技術管理課の単価 統一基本(

単価のことである で積算してもよい。②付近に土取場がある場合には，その)

つど見積りを徴収し，技術管理課と協議すること。③見積りは，概算数量及び

山代＋切土＋積込＋運搬 の内訳を付けて徴収すること」などと記載されてい( )

る。

しかし，購入真砂土の項に示された基準は，Ａ市内部の運用基準であって，

請負者が関知するところではないから，請負者が，この基準を根拠として，こ

れに従った契約の締結を迫ることは想定されていない上，この基準は，「他現

場からの流用を原則とする。それが不可能な場合で近くに土取場がない場合」

に「技術管理課の単価で積算してもよい」ことを示しているに過ぎないのであ

って，技術管理課の単価で積算することを義務づけているわけではない。した

がって，そのような事態が生じた場合でも，必ずしも統一基本単価での積算が

なされるとはいえない。むしろ，本件当時のＡ市の技術管理課長であった被告

人の捜査段階の供述を含め，同市関係者の供述によると，本件の事実関係の下

では，本件変更契約を締結しなかったと認定できる。

そうすると，Ａ市が，本件変更契約の締結前に，Ｈ１商店の裏山から真砂土

を代価無償で入手できると知っていたとしても，統一基本単価により積算する

ほかなく，本件変更契約と同一の金額で契約が締結されていた筈であるとはい
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えない。弁護人の上記主張は，前提を欠いている。

2 弁護人は，要旨以下のとおり主張する 弁論要旨 2 ５ 。すなわち，建設業( ) ( ( ) )

法１９条の３は，注文者が，自己の取引上の地位を不当に利用して，その注文

した建設工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額を請

負代金の額とする請負契約を締結してはならない旨定めているところ，「通常

必要と認められる原価」とは，公共工事の場合，適正な積算基準によって適正

に算定された価格ということになる。したがって，発注者が積算するに際して，

積算基準に定められた単価を値引きして算定した場合，適正な積算とはいえな

い。そして，このことは，通達によりＡ市に通知されている。これを本件に即

して述べれば，本件変更契約の真砂土購入の積算は官積算で行われ，官積算で

は統一基本単価を用いるから，真砂土は１立方メートル当たり１６８０円で絶

対に積算されなければならないということになる。もし，これをＢ建設の原価

である土代金零円で積算するのだとすれば，上記通達および建設業法１９条の

３違反になってしまう，というのである。

しかし，同法条は「通常必要と認められる原価に満たない金額」を請負代金

の額とする請負契約すなわち原価割れの金額を請負代金額とするような請負契

約を締結してはならない旨定めているものであるところ，本件の場合，統一基

本単価を用いないで積算された金額が，直ちに「通常必要と認められる原価に

満たない金額」となるものではないから，上記通達および建設業法１９条の３

違反になる旨の弁護人の上記主張も失当である。

3 弁護人は，「特別の定め」の指定をするには，「技術上，安全上の必要性( )

等の合理的な理由」が必要である旨主張する 答弁書第２の４ 2 。( ( ))

しかし，本件変更契約のように，契約当事者間で契約の変更協議がなされ，

覆土として使用する真砂土を製砂業者から購入することについて意思の合致が

あり，それが変更契約の内容となっている場合には，自主施工の原則の例外と

して，その意思が合致した内容を設計図書の一部である本件設計書に記載して，
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これを「特別の定め」とすることに問題があるとは考えられない。

なお，弁護人は，Ａ市発注の公共工事であっても，積算基準や積算について

の考え方は，Ｓ１省が作成したそれに完全に準拠しているものであり，本件契

約約款は，公共工事標準請負契約約款 以下「標準契約約款」という と全く同( )

じものであるから，Ｓ１省が標準契約約款に関連して示す解釈論に，Ａ市も必

ず一致させることで解決が図られるとした上，当審で取り調べたＳ１省大臣官

房Ｃ３課Ｅ３室長作成の「平成２０年８月２９日付け，事件番号平成２０年

ワ 第２３５号の調査嘱託書につきまして」で始まる書面および「平成２０年( )

９月４日付け回答致しまし」で始まる書面 以下，合わせて「Ｓ１省回答３」(

という を根拠に，設計書明細表の工種欄に「真砂土購入」，数量欄に「３１)

５０㎥」と記載があるのみで，これ以外の他の設計図書に何ら明示がない場合

( ( )には，「特別の定めがある場合」には当たらない旨主張している 弁論要旨 2

２ないし４ 。)

しかし，Ｓ１省回答３は，それ自体からも明らかなように，標準契約約款に

基づく契約図書についての一般論としての解釈に言及しているだけであって，

個別契約である本件変更契約の解釈について回答するものではない。そして，

本件変更契約については，上記のとおり，契約図書の解釈を待つまでもなく，

契約当事者間に「特別の定め」があることが認定できるのであるから，弁護人

の上記主張を受け入れることはできない。

4 弁護人は，要旨以下のとおり主張する 弁論要旨第２ 。すなわち，本件変更( ) ( )

契約で合意された「真砂土購入」「購入土」の意味について，本件工事に関与

したＡ市関係者らおよびＢ建設側の担当者であるＳ，Ｄ１のいずれも「製砂業

者から土材料に対価を支払って購入した真砂土を使用することであり，製砂業

者から購入した真砂土を使用することが契約の内容になっている」と理解して

いたと仮定しても，ＳおよびＤ１は，Ｂ建設という会社を代表する者ではなく，

会社としてのＢ建設の意思は，Ｓ１省回答１に示された公共工事の社会一般の
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客観的意味である「請負者の責任において調達してくる土」と理解していたし，

少なくとも製砂業者から購入してくる土であると明らかに考えていたとは認め

られない 弁論要旨７頁 。したがって，「真砂土購入」「購入土」という表示( )

の契約当事者間における共通の主観的意味を確定できないから，その契約の解

釈に当たっては，その表示が，当該事情のもとで，慣習，取引慣行，条理に従

って判断した場合に，当該社会・一般社会によって，どのように理解されるか

を標準とすべきところ，その理解は，Ｓ１省回答１に従うほかない，というの

である。

たしかに，Ｂ建設において，発注者であるＡ市と契約する権限を有するのは

Ｂ建設Ａ支店長である Ｖ１の警察官調書 甲39 。( )〔 〕

しかし，Ｂ建設の職務権限規程 その写しはＳの警察官調書 甲68 に添付 に( )〔 〕

よると，作業所長であるＳは，設計変更工事，追加工事，別途工事について，

注文者・設計者および監督者と折衝する職務および権限を有し，本件変更契約

に基づいてなされる予定の本件工事について，Ａ市と折衝するという重要な役

割を担う者であったから，Ｓにおける「真砂土購入」「購入土」の意味の理解

と，本件変更契約の契約担当者である上記支店長のそれとが異なっていたとは，

通常考え難い。むしろ，Ｓの意思や考えは，上記支店長のそれと同じであると

みるのが相当である。そうすると，民法の代理に関する規定を持ち出すまでも

なく，会社としてのＢ建設の意思は，「真砂土購入」「購入土」の意味につい

て，Ｓと同じ認識であったことは明らかである。しかも，上記６ 5 のとおり，( )

Ｓ１省回答１は，本件変更契約締結当時には存在していなかったのである。会

社としてのＢ建設が，「真砂土購入」「購入土」の意味について，「請負者の

責任において調達してくる土」と理解していた，あるいは少なくとも製砂業者

から購入してくる土であると明らかに考えていたとは認められない旨の主張は，

採用できない。

5 弁護人は，本件の実質は民事上の判断によって決着の付く一種の民事訴訟( )
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であるから，契約当事者たるＡ市の事実認定ないし判断が優先するところ，本

件についてのＡ市から見た事実とは，Ａ市 企画総務局人事部人事課 作成にか( )

かる「不祥事再発防止策の策定等について」と題する書面の中でなされている

事実認定に尽きると主張する 弁論要旨第３の２。なお，上記書面は，答弁書(

第１の４でも引用されている 。)

しかし，Ａ市は，その市長名義で作成された平成１６年１月９日付け被害届

を警察に提出し，本件詐欺被害を受けた旨届け出ているところ，この被害届は

撤回されたりしていないのであるから，Ａ市が，詐欺被害にあったとしている

ことは明らかである。また，仮に，Ａ市の事実認定なるものが存在するとして，

弁護人の主張を最大限尊重し斟酌しても，Ａ市の事実認定なるものが，本件訴

訟において，裁判所の行う事実認定に優先するなどということが，あり得る筈

もないことは論を待たない。上記主張は，その点において既に前提を欠き失当

である。

なお，上記「不祥事再発防止策の策定等について」は，平成１７年１１月，

Ａ市が，本件を含めた同市における不祥事の再発防止を図るため，それら不祥

事について調査・分析を行うとともに，職員アンケートを実施した結果を取り

まとめたものである。その記載中には，本件に関する事実経過等についても記

載されている。

しかし，それらの中には，「工事担当者からの聞き取りによれば」あるいは

「関係職員からの聞き取りによれば」という前提で記載されたものも多く，そ

れらは，主にＡ市職員らの言い分に基づいて記載されているに過ぎないものと

考えられるのであって，その客観的正確性には，相当の疑問がある。

6 弁護人は，判例を引用して，以下のとおり主張する 弁論要旨第４の２，弁( ) (

論要旨 2 １ 。すなわち，最高裁平成１０年 あ 第８０６号平成１３年７月１( ) ) ( )

９日第一小法廷判決・刑集５５巻５号３７１頁は，請負契約の解釈として，発

注者が請負代金の減額請求をすることができない場合には，たとえ欺罔手段が
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用いられたとしても，工事完成払金の取得につき，詐欺罪は成立しないとして

いる。これを本件に当てはめていえば，Ａ市は，Ｂ建設に債務不履行があった

ため，同市に財産的損害が生じて代金減額請求ができたのに，欺罔的手段が用

いられて全額支払ってしまったというときだけ，詐欺罪が成立するということ

である。そして，本件では，債務不履行がなく，Ａ市には財産的損害もないか

ら，代金減額請求は成り立たない，というのである。

そこで検討するに，上記最高裁判決は，くい打ち工事を請け負った業者が，

同工事に伴って排出される汚泥の量を水増しして処理したように装い，内容虚

偽の汚泥処理券を提出して，工事完成代金を詐取したという詐欺の公訴事実に

ついて，請負契約の目的物であるくい打ち工事は，瑕疵なく完成したものと認

められると判示する一方，汚泥の場外搬出は，請負契約上の義務に当たるが，

場外搬出した汚泥の処分を関係法令に従って行ったか否かということは，業者

の公法上の義務に係るものであって，請負代金の支払請求権と対価関係に立つ

ものではなく，これを理由に請負代金の減額請求権が発生するとはいえないと

して，内容虚偽の汚泥処理券を提出して完成検査に不正に合格し，工事完成払

金を騙取したという控訴審の判断を是認できない旨判示している。

しかし，既に説示したとおり，本件変更契約においては，覆土として使用す

る真砂土を製砂業者から購入することが契約内容となっており，製砂業者から

購入した真砂土を覆土として使用することは，請負契約上の義務に当たるから，

これを履行しない限り，本件変更契約の目的物である本件工事が完成したとは

いえない。本件は，請負契約の目的物であるくい打ち工事は瑕疵なく完成した

ということができる上記最高裁判決とは事案を異にしている。また，上記最高

裁判決の事例においては，内容虚偽の汚泥処理券が，請負者の公法上の義務に

係るものであったのに対し，本件において完成検査の際に提出された内容虚偽

の出荷証明書および納品書は，請負契約上の義務に係るものであるから，本件

は，上記最高裁判決の事例と同一に論じ得ない。上記最高裁判決を前提とする
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弁護人の主張は失当である。

6 弁護人は，最高裁昭和２７年 あ 第５３１９号昭和３１年８月３０日第一小( ) ( )

法廷判決・裁判集刑事１１４号５７３頁を引用し，この判例を意識して判断す

るよう主張する 答弁書第３の４ 。( )

そこで検討するに，上記最高裁判決は，請負人の代理人が，請負人に対して

は，町の工事費予算額を知らせず，その予算額よりはるかに低額で請け負うこ

とを承諾させ，一方，町役場係員にはその事実を秘して，あたかも請負人は上

記予算額で請け負うもののごとく申し向けて請負契約を締結した上，工事完了

により，町には請負人が町との契約額を請求するように申し向け，自己にその

代金を交付させることにより，当初請負人の承諾した代金との差額を領得した

としても，上記代理人は，町と請負人との間に有効に成立した請負契約に基づ

く当然の請負代金を受領したに止まり，上記代理人の所為が，町との関係にお

いて詐欺罪成立の要件たる騙取行為があったものとすることはできないとした

ものである。

しかし，上記のとおり，本件変更契約においては，覆土として使用する真砂

土を製砂業者から購入することが契約内容となっており，製砂業者から購入し

た真砂土を覆土として使用することは，請負契約上の義務に当たるから，これ

を履行しない限り，本件変更契約の目的物である本件工事が完成したとはいえ

ないのに対し，上記最高裁判決の事案は，町との間で成立した請負契約の目的

物である工事を完了していたのであるから，本件とは事案を異にするものであ

ることが，明らかである。

８ 以上のとおり，被告人については詐欺罪が成立するから，同罪の成立を否定し

て被告人を無罪とした原判決は，事実を誤認したものであり，これが判決に影響

を及ぼすことは明らかである。論旨は理由がある。

よって，刑事訴訟法３９７条１項，３８２条により原判決を破棄することとし，

同法４００条ただし書に従い当裁判所において更に判決する。
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（罪となるべき事実）

被告人は，Ａ市都市計画局指導部技術管理課長であったものであるが，Ｂ建設株

式会社Ａ支店が，Ａ市と締結した平成１２年３月２２日付け建設工事請負契約 請(

負代金額１８９０万円 に基づき行う「Ａ市Ｃ区Ｄ町大字Ｅ地区仮置地内土砂撤去)

その他工事 その６ 」に関し，本件工事の発注者Ａ市に対し，その資材として真砂( )

土を購入する旨欺いて請負代金を増額させるなど，上記請負契約を変更させた上，

当該購入した真砂土を本件工事に使用した旨欺いて，その完成を確認させるなどし

て，Ａ市から請負代金支払い名下に金員を交付させようと企て，Ｏ，Ｓらと順次共

謀の上，同年５月上旬ころ，Ａ市Ｃ区Ｆａ丁目ｂ番ｃ号所在のＣ区役所において，

同区役所市民部まちづくり推進課調整担当課長Ｇに対し，真実は，本件工事の資材

として真砂土約３１５０立方メートルを無償で入手するにもかかわらず，その情を

秘して，これを購入する旨虚偽の事実を申し向けるなどしてその旨誤信させ，Ａ市

をして，同月１０日付けで上記請負契約の請負代金につき，真砂土購入名下に５２

９万２０００円を増額させること等を内容とする請負契約変更契約 変更後の請負(

代金額２８６６万０８００円。うち７５６万円支払済み を同社と締結させた上，)

同月３１日，上記区役所において，同区役所建設部土木課長Ｈに対し，本件工事の

完成を通知するとともに，内容虚偽の出荷証明書等を提出して，同社が真砂土約３

１５０立方メートルをＩ有限会社から購入した旨欺き，そのころ，Ｈをして，本件

工事の資材として有償で購入された真砂土が使用され，上記請負契約変更契約どお

り本件工事が完成した旨誤信させてその完成を確認させ，よって，同年７月２１日，

請負代金残額支払名下に同区役所収入役Ｊをして，Ａ市Ｋ区Ｌ町ｄ丁目ｅ番ｆ号所

在の株式会社Ａ銀行本店に開設されたＢ建設株式会社Ａ支店名義の当座預金口座に

上記５２９万２０００円を含む請負代金残額２１１０万０８００円の振込みをさせ，

もって人を欺いて財物を交付させたものである。

（証拠の標目） 略

（法令の適用）



- -40

被告人の判示所為は刑法６０条，２４６条１項に該当するので，その所定刑期の

範囲内で被告人を懲役１年６月に処し，情状により同法２５条１項を適用してこの

裁判確定の日から３年間その刑の執行を猶予することとする。

（量刑の理由）

本件は，Ａ市都市計画局指導部技術管理課長であった被告人が，Ａ市の公共工事

について口利きをしていたブローカー，工事請負業者およびその従業員らと順次共

謀の上，Ａ市発注の公共工事について，市の担当職員に働きかけ，真砂土を購入す

ることを理由とする請負代金増額変更契約をＡ市と工事請負業者との間に締結させ

た上，実際には無償で入手した真砂土を搬入して使用しながら，内容虚偽の真砂土

の出荷証明書等を提出するなどして，Ａ市から工事請負代金を詐取したという事案

である。

本件は，被告人を含めたＡ市職員や，Ａ市の公共工事についての影響力を有して

いたブローカーおよび工事業者らが一体となって，公共工事を食い物にした計画的

な犯行であって，甚だ悪質である。被害額は約２１１０万円と多額であるところ，

実質的な被害額は，真砂土購入名目により増額された請負代金５２９万２０００円

相当であると考えられるものの，本件犯行が，元々上記公共工事の二次下請業者に

約１０００万円の利得を与えることを目論んでなされた不正行為の一環であること

にかんがみると，本件がＡ市の財政に与えた損害は大きいと認められる。

被告人は，かねてから，他のＡ市の幹部職員らとともに，上記ブローカーからの

接待を繰り返し受けていたところ，同人から本件犯行を持ちかけられるや，もしそ

れに応じなければ，同人から接待を受けていた事実が公にされるのではないかとい

う思いや，Ａ市幹部職員と親密な関係にある同人の要求を首尾良くこなせば，自ら

の出世にもつながると考え，本件犯行に及んだものである。その動機は，利欲的か

つ自己中心的であるというべきである。

加えて，被告人は，原審公判の途中から当審公判を通じて，本件犯行を否認して

いたものであって，反省の態度が認められない。
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したがって，被告人の刑事責任は軽視できない。

しかしながら，被告人には本件犯行による直接的な利得はなかったこと，本件犯

行には，他にも複数のＡ市職員が関与したことが認められる上，被告人が本件犯行

に加担したのは，共犯者の１人であるブローカーからの働きかけを受けた同市助役

から，請負代金を増額すべく取り計らうよう暗に言われたことも大きな原因となっ

たものであって，同市幹部職員を始めとする同市職員らの間に，不正の温床があっ

たことが窺われるところ，本件に関わったことが認められる複数の同市職員のうち，

起訴されたのは被告人のみであることを思うと，一人被告人を責めるのは酷な面が

あること，被告人は，本件が広く報道されるとともに，本件により起訴休職となっ

ている上，本判決の確定により失職することが予想されるなど，一定の社会的制裁

を受けているといえること，被告人には前科前歴もなく，これまで，長く同市職員

としてまじめに勤務してきたこと，妻子があることなどの事情も認められる。

そこで，主文のとおり刑を量定し，その刑の執行を猶予することとした。

よって，主文のとおり判決する。

平成２０年１２月２２日

広島高等裁判所第１部

裁判長裁判官 楢 崎 康 英

裁判官 森 脇 淳 一

裁判官 友 重 雅 裕


